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自己紹介

主な経歴

• 1987（昭和62）東京大学（１）

• 1996（平成8） 京都大学（１）

• 1998（平成10）三重大学

• 2005（平成17）金沢大学

• 2008（平成20）京都大学（２）

• 2012（平成24）東京大学（２）

• 2017（平成29）名古屋大学

• 2019（令和元） 国立情報学研究所

• 2021（令和3 ） 東京大学（３）

東京大学附属図書館

事務部長

国立大学図書館協会事務局長

JUSTICE運営委員

JPCOAR運営委員長

木 下 聡 （きのした さとる）
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本日の内容

１．国立大学図書館の現状

～学術情報基盤実態調査から見えてくる課題～

２．国立大学図書館のあるべき姿

～国立大学図書館協会のビジョンと活動～

３．国立大学図書館の使命

～大学・国の方針との関係を中心に～

４．電子ジャーナルをめぐる問題 ＜蔵書＞の課題

５．学生の自学自習のための支援 ＜場＞の課題

６．オープンサイエンス 新たな課題

７．人材の育成・確保 ＜人材＞の課題

８．おわりに
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１．国立大学図書館の現状

～学術情報基盤実態調査から
見えてくる課題～
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学術情報基盤実態調査（旧大学図書館実態調査）

• 国公私立大学を対象に、大学の教育・研究活動を支える
学術情報基盤についての現状を明らかにし、その改善の
基礎資料とすることを目的として毎年実施（悉皆調査）

• 「大学図書館編」大学図書館の運営体制（職員、施設）、
蔵書数、経費（資料費、運営費）、機関リポジトリ、ア
クティブ・ラーニング・スペースなど

• 「コンピュータ及びネットワーク編」ネットワークの整
備状況、教育、セキュリティ対策やクラウド運用状況な
ど

• 政府統計の総合窓口 https://www.e-stat.go.jp

• 以下、令和3（2021）年度調査結果報告を利用

（令和3年（2021）年5月1日現在＝令和2（2020）年度実績）
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設問：課題

• 大学図書館の管理運営等において、解決すべき
課題のうち、重要と考えているものを、以下の
1 ～5 についてそれぞれ回答してください。
（令和3年5月1日現在）

１．組織・運営面

２．経費・設備面

３．機能面

４．外国雑誌及び電子ジャーナル

５．機関リポジトリ
※1.～3.は複数選択可
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0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

専門性を有する人材の確保

現職職員の育成、キャリア・パスの確保

教員との協働・連携

外部委託職員の活用

大学全体における大学図書館の

位置付けの明確化

目標・計画の策定とその点検・評価

学内における図書館長の

リーダーシップを発揮できる体制の整備

その他

①組織・運営面の課題（国立大学）
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図書購入に係る経費の確保

外国雑誌・電子ジャーナル購入に係る経費の確保

外部資金の獲得

予算の効率的な執行

図書館施設整備に係る経費の確保

資料収蔵スペース狭隘化の解消

資料保存・劣化防止のための環境整備

その他

②経費・設備面の課題（国立大学）
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利用者サービスの向上

電子情報の提供・保存環境の整備

情報リテラシー教育の充実

学生の自学自習のための支援

（ラーニング・コモンズの整備、レファレンス等）

研究者の研究活動のための支援

（学術情報への的確で効率的なアクセスの確保等）

大学の国際化への対応

（言語に堪能な職員の確保、利用環境の整備等）

社会・地域との連携の強化

視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律

（読書バリアフリー法）への対応

研究データ管理等、オープンサイエンスへの対応

その他

③機能面の課題（国立大学）

9



2022 大学図書館職員長期研修

国立大学図書館が重視している課題

✓現職職員の育成、キャリア・パスの確保

✓専門性を有する人材の確保

✓外国雑誌・電子ジャーナル購入に係る経費
の確保

✓図書購入に係る経費の確保

✓電子情報の提供・保存環境の整備

✓利用者サービスの向上
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専門性を有する人材の確保

現職職員の育成、キャリア・パスの確保

教員との協働・連携

外部委託職員の活用

大学全体における大学図書館の

位置付けの明確化

目標・計画の策定とその点検・評価

学内における図書館長の

リーダーシップを発揮できる体制の整備

その他
国立大学 国公私全体

①組織・運営面の課題
（国立大学、国公私全体）
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現職職員の育成、キャリア・パスの確保

専門性を有する人材の確保

①組織・運営面の課題（国立大学）
現職職員の育成／人材確保

※現職職員の育成が、専門性を有する
人材の確保とならんで大きな課題と
なってきている
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図書購入に係る経費の確保

外国雑誌・電子ジャーナル購入に係る経費の確保

外部資金の獲得

予算の効率的な執行

図書館施設整備に係る経費の確保

資料収蔵スペース狭隘化の解消

資料保存・劣化防止のための環境整備

その他

②経費・設備面の課題
（国立大学、国公私全体）
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外国雑誌・電子ジャーナル購入に係る経費の確保

図書購入に係る経費の確保

②経費・設備面の課題（国立大学）
電子ジャーナル経費／図書購入経費

※電子ジャーナル費の増大により、図書購入に
係る経費の確保が課題として顕在化
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利用者サービスの向上

電子情報の提供・保存環境の整備

情報リテラシー教育の充実

学生の自学自習のための支援

（ラーニング・コモンズの整備、レファレンス等）

研究者の研究活動のための支援

（学術情報への的確で効率的なアクセスの確保等）

大学の国際化への対応

（言語に堪能な職員の確保、利用環境の整備等）

社会・地域との連携の強化

視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律

（読書バリアフリー法）への対応

研究データ管理等、オープンサイエンスへの対応

その他

③機能面の課題
（国立大学、国公私全体）
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国立大学図書館の現状の課題

✓電子ジャーナル問題 ＜蔵書＞

✓学生の自学自習のための支援 ＜場＞

✓人材の確保と育成 ＜人材＞
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２．国立大学図書館のあるべき姿

～国立大学図書館協会の
ビジョンと活動～

17



2022 大学図書館職員長期研修

国立大学図書館協会（旧国立大学図書館協議会）

https://www.janul.jp/
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国立大学図書館協会の組織

総会
（92館）

理事会
（16館）

会長

副会長

事務局

委員会

東ブロック 西ブロック

北海道
地区協会
（7館）

東北
地区協会

(7館)

関東甲信
越地区協
会(15館)

東京
地区協会
(15館)

東海北陸
地区協会
(12館)

近畿
地区協会
(15館)

中国四国
地区協会
(10館)

九州
地区協会
(11館）

監事(2館)

＊国立大学(86館)＋6
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国立大学図書館協会ビジョン

• 国立大学図書館機能の強化と革新に向けて
～国立大学図書館協会ビジョン2020～

（ 2016（平成28 ）年6月 第63回総会）

• 基本理念：大学図書館の本質的な役割の再確認

• ３つの重点領域：戦略的な目標を設定

• 5つの委員会の設置、提言、シンポジウム、報告書

• 次期ビジョン策定小委員会（2019（令和元）年12月）

• 協会ビジョン2020に関する評価・総括

• ビジョン2020に基づく各会員館の取り組み一覧

（ 2021（令和3 ）年5月春季理事会）

• ビジョン2025（ 2021（令和3 ）年6月 第68回総会）
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国立大学図書館機能の強化と革新に向けて
～国立大学図書館協会ビジョン2025～

（2021年6月 国大図協第68回総会）

ビジョン2025の基本方針（「ビジョン2025解説」より）

・ビジョン2020の考え方を引き継ぐ

・ビジョン2020制定以降の環境変化への対応

・ビジョン2020に対する評価の反映

・具体的な行動計画を策定

国立大学図書館の基本理念

国立大学図書館は、社会における知識基盤として、デジタル・非
デジタルを問わず、知識、情報、データへの障壁なきアクセスを可
能にし、それらを利活用するための環境を利用者に提供することで、
教育の質保証、研究力やイノベーション力の強化を推進する国立大
学の教育研究活動を支え、社会における新しい知の共有や創出の実
現に貢献する。
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国立大学図書館機能の強化と革新に向けて
～国立大学図書館協会ビジョン2025～

（2021年6月 国大図協第68回総会）

✓ 重点領域１．知の共有：

蔵書を超えた＜知識や情報＞の共有

✓ 重点領域２．知の創出：

新たな知を紡ぐ＜場＞の提供

✓ 重点領域３．知の媒介：

知の交流を促す＜人材＞の構築
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重点領域１．知の共有：
蔵書を超えた＜知識や情報＞の共有

目標1-1）教育研究成果の発信、オープン化と保存

大学で生み出される教育研究成果の長期的保存、電子的流通と

オープン化の推進

目標1-2）図書館資料の整備と利用のための保存

図書、雑誌等の蔵書、電子ジャーナルや電子書籍等の適切な整備、

利用環境の整備、資料のデジタル化で長期的な利用を可能とする

目標1-3）知識や情報の発見可能性の向上

総合目録データベースをはじめとする学術情報システム基盤の

高度化
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重点領域２．知の創出：
新たな知を紡ぐ＜場＞の提供

目標2-1）知を創出する場の拡大・整備・提供

人と知識や情報、あるいは人同士のコミュニケーションの場を

整備、提供することで、知の創出を促す

目標2-2）社会・地域に開かれた知の創出空間の提供

社会・地域に開かれた新たな知の創出の場を整備、提供する

ことで、社会・地域の活性化に貢献
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重点領域３．知の媒介：
知の交流を促す＜人材＞の構築

目標3-1）多様な人材との協働

教員、職員、研究者、学生等を含むさまざまな能力やスキルを

有する人びとと図書館職員とが一体となり、新たな価値の創造を

行う「キュレーション」「ファシリテーション」等の機能を提供

目標3-2）国立大学図書館職員の能力向上

学術資料に関する専門的知識やメタデータ運用スキルに加え、

新たな知識やスキルを習得することにより、学術情報流通環境の

変化の中で国立大学図書館に期待される新たな機能を実現
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国立大学図書館機能の強化と革新に向けて
～国立大学図書館協会ビジョン2025～

（2021年6月 国大図協第68回総会）

✓ 重点領域１．知の共有：

蔵書を超えた＜知識や情報＞の共有

電子ジャーナル問題＜蔵書＞

✓ 重点領域２．知の創出：

新たな知を紡ぐ＜場＞の提供

学生の自学自習のための支援＜場＞

✓ 重点領域３．知の媒介：

知の交流を促す＜人材＞の構築

人材の確保と育成＜人材＞
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国立大学図書館協会の委員会
（第63回総会/2016年～第68回/2021年）

• 総務委員会

• オープンアクセス委員会 →重点１（知の共有）目標１

• 学術資料整備委員会 →重点１（知の共有）目標２

➢電子ジャーナル部会

➢デジタルアーカイブ部会

➢シェアードプリント部会

• 学術情報システム委員会 →重点１（知の共有）目標３

• 図書館環境高度化委員会 →重点２（知の創出）

※重点領域３（人材）は総務委員会＋全体で企画・立案
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国立大学図書館協会の委員会
成果・公表物（１）

• 総務委員会

プレスリリース「大学における学術雑誌購読の危機的状況が深刻化」

（2018年1月）

「国立大学図書館のオープンサイエンスへの取り組み」（2019年3月）

「オープンサイエンスの推進に向けた協会の行動計画」（2019年12月）

• オープンアクセス委員会

「オープンアクセスへの取り組み状況に関する実態調査」報告書

（2017年3月）

「オープンアクセスへの取り組み状況に関する実態調査（第二次調査）」

報告書（2019年3月）

「オープンサイエンスに向けて国立大学図書館が担う具体的役割」

（2019年4月）

「機関リポジトリの再定義について」（2019年8月） 28
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国立大学図書館協会の委員会
成果・公表物（２）

• 学術資料整備委員会

「大学図書館におけるデジタルアーカイブの利活用に向けて」

（2019年6月）

「シェアード・プリントWG報告書」（2020年6月）

• 学術情報システム委員会

「これからの学術情報システムに向けて」（2018年6月）

「これからの学術情報システムに向けてII」（2019年6月）

「令和元年度図書館システム及び関連システムに関する アンケート

集計報告」（2020年7月）

※これからの学術情報システム構築検討委員会と共同で実施

• 図書館環境高度化委員会

「これからの大学図書館（環境）を考える」ワークショップ 29
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国立大学図書館協会の委員会
（第68回総会/2021年～第73回/2026年）

• 総務委員会

• 人材委員会 →重点3（知の媒介）

• 資料委員会

➢オープンサイエンス小委員会

→重点1（知の共有）目標1-1

➢電子資料小委員会

→重点1（知の共有）目標1-2

• システム委員会 →重点１（知の共有）目標1-3

※重点領域2（知の創出）は総務委員会＋人材委員会を

中心に企画・立案し、会員館の自主的な活動を促進
30
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大学図書館と国立情報学研究所との
連携・協力推進会議

「国立情報学研究所と国公私立大学図書館協力委員会との間に
おける連携・協力の推進に関する協定書」（2010年10月締結、
2016年2月改訂）

（１）バックファイルを含む電子ジャーナル等の確保と

恒久的なアクセス保障体制の整備

（２）機関リポジトリを通じた大学の知の発信システムの構築

（３）電子情報資源を含む総合目録データベースの強化

（４）学術情報の確保と発信に関する人材の交流と育成

（５）学術情報の確保と発信に関する国際連携の推進
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連携・協力推進会議と関係組織

国公私立大学図書館
協力委員会

大学図書館と国立情報学研究所との
連携・協力推進会議(2010～)

国立情報学研究所

大学図書館コンソーシ
アム連合（JUSTICE）

(2011～)

オープンアクセス
リポジトリ推進協会

（JPCOAR）(2016～)

これからの学術情報
システム構築検討委員

会(2012～）

機関リポジトリ
推進委員会

(2013～2016)

国大図協

公大図協

私大図協

協定書（１）

電子資料小委員会

協定書（３）

システム委員会

協定書（２）

オープンサイエンス
小委員会

発展的解消
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大学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）

• 電子ジャーナル等の電子リソースに係る契約、管理、提供、保存に
係る総合的な活動や、それらの業務に携わる人材の育成等を通して、
わが国の学術情報基盤の整備に貢献することを目的

• 交渉作業部会：電子リソースの購入、利用提供、保存等の条件に関する
出版社等との交渉

• 論文公表実態調査：日本の研究機関に所属する研究者の公表論文数、
OA率およびAPC支払推定額の調査（2016年度～）

• 購読モデルからOA出版モデルへの転換をめざして～JUSTICEの
OA2020ロードマップ～（2019年3月）

（JUSTICE ホームページ）
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これからの学術情報システム構築検討委員会
• 電子情報資源を含む総合目録データベースの強化

• 目録所在情報システム（NACSIS-CAT/ILLシステム）

1985年～ NACSIS-CAT運用開始 →再構築（軽量化・合理化）→CAT2020 

（NACSIS-CAT/ILLの軽量化・合理化について（最終まとめ） 34
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オープンアクセスリポジトリ推進協会
（JPCOAR）
• リポジトリを通じた知の発信システムの構築を推進し、リポジト

リコミュニティの強化と、我が国のオープンアクセス並びにオー
プンサイエンスに資することを目的

• JAIRO Cloud（クラウド型の機関リポジトリ環境提供サービス）
を国立情報学研究所と共同運営
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３．国立大学図書館の使命

～大学・国の方針との関係を中心に～

36
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教育基本法

（大学）

第七条 大学は、学術の中心として、高い教養と専門的
能力を培うとともに、深く真理を探究して新たな知見を
創造し、これらの成果を広く社会に提供することにより、
社会の発展に寄与するものとする。

2 大学については、自主性、自律性その他の大学にお
ける教育及び研究の特性が尊重されなければならない。
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学校教育法

第八十三条 大学は、学術の中心として、広く知識を授
けるとともに、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道
徳的及び応用的能力を展開させることを目的とする。

２ 大学は、その目的を実現するための教育研究を行い、
その成果を広く社会に提供することにより、社会の発展
に寄与するものとする。

大学の機能：「教育」「研究」「社会貢献」

大学によって【重点】の置き方が異なる
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大学図書館は大学のために何ができ
るか？

• 教育支援

・学習用図書の整備

・多様なニーズに応えられる学習空間の提供

・情報リテラシー教育

• 研究支援

・電子ジャーナル、データベースの整備

・機関リポジトリによる研究成果の発信

・研究データ管理・公開への寄与

• 社会貢献

・機関リポジトリによる発信

・所蔵資料展示

・市民への公開、地域連携
39
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国立大学法人法

（中期目標）

第三十条 文部科学大臣は、六年間において国立大学法人等
が達成すべき業務運営に関する目標を中期目標として定め、
これを当該国立大学法人等に示すとともに、公表しなければ
ならない。これを変更したときも、同様とする。

（中期計画）

第三十一条 国立大学法人等は、前条第一項の規定により中
期目標を示されたときは、当該中期目標に基づき、文部科学
省令で定めるところにより、当該中期目標を達成するための
計画を中期計画として作成し、文部科学大臣の認可を受けな
ければならない。これを変更しようとするときも、同様とす
る。
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中期目標と中期計画

• 中期目標 … 文部科学大臣が定め、

各国立大学法人に示す。

• 中期計画 … 各国立大学法人が作成し、

文部科学大臣が許可する。

• 年度計画 … 各国立大学法人が定め、

文部科学大臣に届け出る。

• 業務実績報告書（年度／中期目標期間）

… 各国立大学法人が作成し、

文部科学省に置かれた国立大学法人

評価委員会に提出し、評価を受ける。

2016～2021/平成28～令和3年度＝第三期中期目標期間
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（参考）東京大学①

中期目標 中期計画 年度計画

【教育の実施体制等】

多様な教育方法に対応し、

学生の主体的な学習を支援
できるよう、教育環境の基

盤的整備を進める。

老朽化した施設・設備の改
善、構成員の多様性に配慮

したユニバーサルデザイン、

国際交流や課外活動の推進
など、教育及び安全性・省

エネ性等に関連するあらゆ

る観点から、教室・実験
棟・体育館等の教育施設、

図書館、博物館、隔地附属

施設等の整備・改善を進め
る。【12】

●令和2年度
インフラ長寿命化計画（個
別施設計画）に基づき、教
育環境の機能改善整備を推
進するとともに、障害のあ
る構成員の要望を踏まえた
バリアフリー化を推進する。
また、新図書館計画に基づ
き、総合図書館（本館）お
よび総合図書館（新館）と
一体的な運用を開始する。
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（参考）東京大学②
中期目標 中期計画 年度計画

【社会との連携および社会
貢献】

社会に開かれた大学として、
東京大学に関係する全世代
の能力を結集するため、卒
業生、退職教員等からなる
人的ネットワークを充実さ
せ、教育・研究体制におけ
る多様性を拡大する

機関リポジトリによる研究
成果の発信や公開オンライ

ン講座による教育情報の発

信を拡大するなど、大学か
ら社会への知の発信を情報

通信技術の積極的な活用に

より拡充し、様々なアウト
リーチ活動を展開する。ま

た、大学教育と初等中等教

育の接続のための教育プロ
グラムを充実させ、高等教

育への導入と一貫した人材

育成を推進する。【33】

●平成28年度
東京大学学術機関リポジトリ収
録コンテンツの拡充に向け、学
内の運営体制を再整備する。

●平成29年度
東京大学学術機関リポジトリ収
録コンテンツの拡充に向け、本
学の学術成果の公開（オープン
アクセス）に関する全学的な方
針を策定する。

●平成30年度

全学的な方針の下、東京大学学

術機関リポジトリ収録コンテン

ツの拡充に取り組み、研究成果

の発信を拡大する。

●令和元・2年度

東京大学学術機関リポジトリ収

録コンテンツの拡充に取り組み、

研究成果の発信を拡大する。
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（参考）東京大学③

中期目標 中期計画 年度計画

【社会との連携および社会
貢献】

社会に開かれた大学として、
東京大学に関係する全世代

の能力を結集するため、卒

業生、退職教員等からなる
人的ネットワークを充実さ

せ、教育・研究体制におけ

る多様性を拡大する。

史料・標本・図書等、所蔵
する学術資産を適切に保管

し継承すると同時に、アー

カイブ化や社会への公開を
進め、学内者、教育機関、

一般社会による学術資産の

活用を促進する。【34】

●令和2年度
・史料・学術標本・図書等、

所蔵する学術資産を適切に

保管し継承するために、既
存資料のデジタル化や補

修・保全を推進するととも

に、文書館における学内資
料の移管及び収集や総合図

書館自動化書庫の利活用を

推進する。
・ 全学的な学術資産アーカ

イブの構築及び公開を推進

するとともに、総合研究博
物館や図書館における展示

公開やイベント等を通じて、

教育機関をはじめ広く社会
一般が東京大学の知に触れ

る機会を提供する。
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《基本理念》卓越性と多様性の相互連関

ー「知の協創の世界拠点」として

• ビジョン１：研究

新たな価値創造に挑む学術の戦略的展開

• ビジョン２：教育

基礎力の涵養と「知のプロフェッショナル」の育成

• ビジョン３：社会連携

21世紀の地球社会における公共性の構築

• ビジョン４：運営

複合的な「場」の充実と活性化

（参考）東京大学ビジョン2020
(2015年10月公表）

総合図書館の新図書館構想
（アジア研究図書館）

学術の多様性を支える基盤強化
→ デジタルアーカイブズ構築事業

五神真 東大前総長
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３つの視点と20の目標

• PERSPECTIVE １：知をきわめる

地球規模の課題解決への取組、多様な学術の振興 等

• PERSPECTIVE ２：人をはぐくむ

包摂性への感受性と創造的な対話力をはぐくむ教育 等

• PERSPECTIVE ３：場をつくる

安心して活動でき世界の誰もが来たくなるキャンパス 等

• 経営力の確立

「自律的で創造的な大学モデル」の構築 等

（参考）UTokyo COMPASS
(2021年10月公表）

藤井輝夫 東大総長

46

《基本理念》多様性の海へ

ー対話が創造する未来



2022 大学図書館職員長期研修

国の政策動向①：大学設置基準改正

• 文部科学省 中央教育審議会

「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン
（答申）」（2018年11月）

→大学分科会質保証システム部会

「大学設置基準」の抜本的見直し（2019年～）

• 国公私立大学図書館協力委員会「大学設置基準改正タ
スクフォース（大学設置基準改正試案）」

https://julib.jp/docs/university-establishment-standards

• 日本私立大学連盟の提言「ポストコロナ時代の大学の
あり方～デジタルを活用した新しい学びの実現」

https://current.ndl.go.jp/node/44626
47
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• 文部科学省 科学技術・学術審議会

学術分科会 学術情報委員会（廃止）

• 情報委員会（2019年度～）発足

• 第６期科学技術・イノベーション基本計画（2021～

2025）への提言に向けた検討

• ジャーナル問題検討部会（2020～2021年）

• オープンサイエンス時代における大学図書館の在り方

検討部会（2022年～）

国の政策動向②：情報委員会
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• 内閣府 総合科学技術・イノベーション会議(CSTI)

「第６期科学技術・イノベーション基本計画」

(2021年3月）

科学技術基本法制定（1995年）に基づき、5年ごとに策定

https://www8.cao.go.jp/cstp/stmain.html

・多様で卓越した研究を生み出す環境の再構築

・新たな研究システムの構築

（オープンサイエンスとデータ駆動型研究等の推進）

国の政策動向③：CSTI
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大臣官房

総合教育政策局

初等中等教育局

高等教育局：国立大学法人支援課、私学部（私学行政／助成課）

科学技術・学術政策局

研究振興局：学術基盤整備室（大学図書館係）

研究開発局

（参考）文部科学省と大学図書館

参考文献：青木栄一『文部科学省』（中公新書、2021.3）
50



2022 大学図書館職員長期研修

４．電子ジャーナルをめぐる問題

＜蔵書＞の課題
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「大学における学術雑誌購読の危機的状況
が深刻化」（2018年1月）

• プレスリリース
• 国立大学図書館協会ウェブサイトに掲載
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プレスリリース「大学における学術雑誌購
読の危機的状況が深刻化」（2018年1月）

• 背景

価格上昇、円安、海外電子コンテンツへの課税

• 国大図協シンポジウム「電子ジャーナル購読をめぐる課
題－サスティナブルな学術情報流通のために－」（2017
年12月21日）

支出の限界を迎え購読規模の縮小を余儀なくされる大学
図書館が増加、大学での教育研究環境の悪化が懸念

• 今後の対応

短期的：価格抑制の努力、各大学での購読の見直し

中長期的：学術情報流通構造の改革、オープンアクセス
への転換 53
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海外学術雑誌の恒常的な価格上昇

1990年から2020年までの”Library Journal”に掲載された”Periodicals Price Survey”による。
2017年以前は母数が異なるため，値は参考値。 〔JUSTICE事務局作成〕
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電子ジャーナルの購読を取り巻く状況
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出典：東京大学図書行政商議会 2019.11.21「学術雑誌とオープンアクセスをめぐる最近の動向」（細川聖二）
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電子ジャーナルのパッケージ契約
（ビッグディール）

いったん開始すると、パッケージ解除のダメージが大きいため、
パッケージ購入を中止しづらい。

徐々に値上げ
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JUSTICEの位置づけ

出版社

大学
図書館

大学図書館コン
ソーシアム連合
（JUSTICE）

大学
図書館

大学
図書館

大学
図書館

国立情報学
研究所
（NII）

国公私大学
図書館協力

委員会

支援

交渉
参加

契約・支払い

・会費
・事務局員出向
・委員会・作業部会

・商業出版社
・学協会
・大学出版局
・学術団体（非営利）

等

✓ 一元的な交渉窓口（契約条件の取りまとめ）
✓ オープンコンソーシアム（オプトイン型）
✓ 契約（支払い）は個々の大学が締結

出版社
出版社
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学術情報基盤実態調査：
2020年度の国公私立大学の電子
ジャーナル経費総額は12億円増加
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電子ジャーナル経費の推移
（国公私全体）

単位：百万円
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資料費の推移（国公私全体）

パーセント百万円
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図書購入冊数の推移（国公私全体）

千冊
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図書購入冊数の推移（１大学あたり）

※電子ジャーナル経費確保のため、
図書購入費の抑制
→図書購入冊数の減少
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海外の動向：OA出版モデルへの転換

出典：東京大学図書行政商議会 2019.11.21
「学術雑誌とオープンアクセスをめぐる最近の動向」（細川聖二）

• EUや国の政策（OAポリシー）を背景に、購読モ
デルからOA出版モデル（ゴールドOA）への転換
が進行中
• SCOAP3をモデルにした国際的なOA推進活動OA2020をドイツの

マックスプランク研究所が提唱

• イギリス、オランダ、ドイツ等では、国・研究助成機関の財
政支援の下で、出版社と「転換契約」モデル（購読料とAPC
をセットにした包括契約）のパイロットプロジェクトに着手

• ドイツ（Projekt DEAL）、スウェーデン、カリフォルニア
大学等でコンソーシアムと大手商業出版社との交渉決裂、購
読契約を解除する動きも

• 研究成果の完全かつ即時のOA化を目指した、研究助成機関向け
の政策Plan SをScience Europe（欧州28か国37の研究助成／実
施機関が加盟する協会）が発表
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OA2020のフリッピングモデル
出典：国大図協シンポジウム 2017.12.21
「電子ジャーナル購読をめぐる課題」JUSTICE報告（細川聖二）より
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「購読モデルからOA出版モデルへの転換をめざ
して～JUSTICEのOA2020ロードマップ～」
（2019年3月5日）

• 2019年3月総会で決定
• JUSTICEウェブサイト掲載
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「購読モデルからOA出版モデルへの転換をめざ
して～JUSTICEのOA2020ロードマップ～」
（2019年3月5日）

1. ロードマップの背景
• 購読経費の増大、購読契約の継続困難

• 抜本的な解決策の一つは購読モデルからOA出版モデルへの転換

→ OA2020に注目

2. ロードマップの目的

• OA出版モデル実現までの移行期を乗り越える道筋を明らかにする

3. ロードマップ策定とこれから
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「大学等における電子ジャーナル環境の整備と
我が国のジャーナル発信力強化の在り方について」

（2014年8月 文科省 ジャーナル問題に関する検討会）

• 問題意識
購読予算の増額以外の方法で、学術情報資源として重要な役割を担
うジャーナルをどのように維持・発展させていくか本質的に考え直
す時期

• 今後の方向性・結論
• 各大学はそれぞれの状況に応じて契約形態の見直し

• 学術論文及び関連データのオープン化の推進

• 研究者が有力ジャーナルへの論文掲載数を競い、それを国や大
学が評価する姿勢を改める意識改革

• 日本発ジャーナルの国際発進力の強化

• 海外出版社に過度に依存しない体質への転換

• 各ステークホルダーが協同し、継続的な議論の場を

• ナショナルサイトライセンスは現実的でない
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「我が国の学術情報流通における課題への対応
について（審議まとめ）」
（ジャーナル問題検討部会 2021年2月）

• 問題意識：学術情報流通をめぐる状況

ジャーナルを取り巻く問題は、従来の購読価格上昇の常態化に加え、オープン

アクセスの急速な普及に伴い、APC負担増などより拡大・複雑化

• 議論の方向性と個別の課題

• 早急に取り組むべき課題:

• ジャーナル購読価格上昇の常態化及びAPC負担増への対応

• 着手すべき課題:

• オープンアクセス化への動きへの対応

• 研究成果の発表・公開の在り方

• 検討を開始すべき課題:

• 研究成果の発信力強化の在り方

• 論文数や引用数のみに依存しない研究者評価の在り方 68
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日本学術会議主催 学術フォーラム
※研究者も高い関心
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提言「学術情報流通の大変革時代に向けた
学術情報環境の再構築と国際競争力強化」

（日本学術会議 2020年9月）

第三部理工系学協会の活動と学術情報に関する分科会による審議結果

• 背景：学術情報発信力の向上に向けて

我が国の電子ジャーナル化への対応は「周回遅れ」。これから10年の学術情報

流通の大変革時代は、後れを取り戻し、国際競争力を高める好機。

• 提言の内容

（１）国家的な一括契約運営組織の創設

（２）学術情報発信の機能強化と国際競争力向上

（３）オープンデータ／オープンサイエンスの発展を支える組織の創設

（４）学協会の学術情報発信の機能強化に向けた共同刊行組織の創設
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５．学生の自学自習のための支援

＜場＞の課題
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大学図書館と学修支援

出典：小山憲司 平成27年度国立大学図書館協会シンポジウム（2016年1月） 72
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アクティブ・ラーニング・スペース
の整備状況
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「学修環境充実のための学術情報基盤の整備に
ついて（審議まとめ）」
（学術情報委員会 2013年8月）

• コンテンツ、学習空間、人的支援の有機的な連携が重要

• 図書館を中心に設けるのが適切であるが、図書館と連携させつつ、

部局等において展開することも想定

• 図書館員とともに情報技術者の積極的な関与、組織的には、図書

館、情報系センター、教材開発センターなど関連する支援組織の

連携に加え、教育を担当する部局教員が協力して推進する体制を

構築することが重要

• 教室や図書館を中心とした物理的空間とＩＣＴの活用による仮想

空間を組み合わせることが重要

• 大学教育は多様性の確保が極めて重要であることに留意し、ニー

ズや特性等の状況に応じて、ユニークで効果的なアクティブ・

ラーニングのための基盤整備を展開すべき 74
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「場」としての大学図書館の再構築

• 国大図協ビジョン2025 重点領域２.知の創出：

新たな知を紡ぐ＜場＞の提供

「旧来の「館」の壁を超えてその場を拡張し、物理的な場だけでなくネット
ワーク上に存在する情報空間をも新たな知を創出するための場として活用」

• コロナ禍で大学図書館の＜場＞の在り方が変容

※国大図協第68回総会研究集会 図書館環境高度化委員会の資料より

• ウィズコロナ（対応）

来館型サービス：緊急休館→予約貸出→部分開館

ラーニング・コモンズの静粛な自習室化

非来館型サービス：電子資料の積極的導入、オンライン

レファレンス、デジタルアーカイブの拡充

• アフターコロナ（今後の課題）→図書館のデジタル転換（DX）

利用者は戻ってくるか？ 人的支援サービスのオンライン提供？ 75
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（参考）東京大学総合図書館
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東京大学総合図書館の
「新図書館計画」(2012～2020）
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新図書館が目指すもの：５つの理念

1.電子図書館と伝統的図書館の融合

• 本館前広場の地下に、約300万冊収容可能な自動書庫を建設
（別館）し、本館の開架スペースを拡充

• 電子化された学術情報と実物の本を自由に行き来する「ハイブ
リッド図書館」へ

2.世界最高水準のアジア研究図書館

• 本館４階にアジア研究のための第一級の学術資料を集中

3.教育との連携と国際化への対応

• 別館地下1階を学習や研究活動の広場「ライブラリープラザ」に

4.日本の学術文化の世界への発信

5.出版文化の公共的基盤
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東京大学総合図書館別館 （2017年5月 新営竣工、同7月 運用開始）
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2017.7 静的学習スペースとして運用開始
2018.10 グループ学習や研究交流のためのスペースに転換

別館「ライブラリープラザ」
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ACS（Academic Commons Supporter）
＝学生ボランティアとつくるイベント
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83

〈現 状〉

ライブラリープラザの利用制限について

⚫ ライブラリープラザのご利用について、以下の
通り制限いたします。
• 会話をしながらの利用は禁止します。
• 大テーブルの予約受付を停止します。
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本館：耐震改修、老朽化対策、機能高度化、歴史的意匠の復元

臨時閉館を最小限に抑えながら「居ながら改修」
2020年11月グランドオープン
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６．オープンサイエンス

新たな課題
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報告書「我が国におけるオープンサイエンス推進
のあり方について」（2015年3月 内閣府※）

• オープンサイエンスとは、公的研究資金を用いた
研究成果（論文、生成された研究データ等）につ
いて、科学界はもとより産業界及び社会一般から
広く容易なアクセス・利用を可能にし、知の創出
に新たな道を開くとともに、効果的に科学技術研
究を推進することでイノベーションの創出につな
げることを目指した新たなサイエンスの進め方を
意味する。

※国際的動向を踏まえたオープンサイエンスに関する検討会
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オープンアクセスから
オープンサイエンスへ

内閣府報告書（2015年3月）掲載
直接の出典は「オープンサイエンスの最新動向」南山泰之（東京財団政策研究所 2018/10/19）

林和弘「オープンアクセスからオープンサイエンスへ」（一部改変） 87
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３．研究成果の公開についての基本的方策

（５）人材の育成及び確保

• 大学等においては、技術職員や大学図書館職員等が、
データキュレーターとしての一定の機能を担っていく
ことも期待されている。しかしながら、既存の業務も
担当しつつ新たな取組とするには限界があるため、職
員の能力開発と併せて、専門人材の新たな確保につい
ても考慮することが望まれる。

「学術情報のオープン化の推進について（審議ま
とめ）」（2016年2月 学術情報委員会）
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【閣議決定】統合イノベーション戦略2019（2019年6月21日）
https://www8.cao.go.jp/cstp/tougosenryaku/index.html

NIIを中心とした研究データ基盤・
リポジトリの整備、研究データの
管理・利活用方針

国際的なオープンサイエンスの
推進に向けたG7協力
（データの相互運用性の確保）
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90
【閣議決定】科学技術・イノベーション基本計画（2021年3月26日）

https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/index6.html
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オープンサイエンスに関する動向（１）

• 「統合イノベーション戦略2018」（2018年6月）

• 「国立研究開発法人におけるデータポリシー策定のた
めのガイドライン」（2018年6月 内閣府 国際的動向を
踏まえたオープンサイエンスの推進に関する検討会）

• 「研究データリポジトリ整備・運用ガイドライン」
（2019年3月 同検討会）

• 文部科学省 第9期学術情報委員会

• 日本学術会議 オープンサイエンスの深化と推進に関す
る検討委員会（2018年12月～）

• 「学術機関における研究データ管理に関する提言」
（2019年5月 大学ICT推進協議会（AXIES））
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オープンサイエンスに関する動向（２）

• 提言「オープンサイエンスの深化と推進に向けて」（2020年
5月 日本学術会議 オープンサイエンスの深化と推進に関する
検討委員会)

• 「コロナ新時代に向けた今後の学術研究及び情報科学技術の
振興方策について（提言）」（2020年9月 情報委員会）

• 日本学術会議 オープンサイエンスを推進するデータ基盤とそ
の利活用に関する検討委員会（2020年12月～）

• 第6期科学技術・イノベーション基本計画（2021年3月 閣議
決定）

※「国立大学図書館がオープンサイエンス推進に果たす役割
（関連文献レビュー）」（2022年6月 国立大学図書館協会 資
料委員会 オープンサイエンス小委員会）
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国立大学図書館協会の取り組み

⚫「国立大学図書館協会ビジョン2020」（2016年6月）

大学図書館の基本理念
大学図書館は、今日の社会における知識基盤として、記録媒

体の如何を問わず、知識、情報、データへの障壁なきアクセスを
可能にし、それらを活用し、新たな知識、情報、データの生産を
促す環境を提供することによって、大学における教育研究の進展
とともに社会における知の共有や創出の実現に貢献する。

⚫総会研究集会「大学図書館のオープンサイエンスに向けた取
り組み」（2019年6月）

報告：オープンアクセス委員会における検討状況

⚫「オープンサイエンスの推進に向けた協会の行動計画」

（2019年12月）

⚫オープンサイエンスの推進に向けた協会の行動計画にかかる
予算措置（オープンサイエンス推進事業）（2020年9月）
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「国立大学図書館のオープンサイエンス
への取り組み」（2019年3月公表）

•大学図書館をめぐる現状と課題
•大学図書館が果たすべき役割
•本協会が果たすべき役割
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「機関リポジトリの再定義」
（2019年5月 オープンアクセス委員会）

【2019年の新しい定義】

大学や研究機関などで生産もしくは保有する知識、情報、
データをデジタル情報として公開することで、障壁なき
アクセスを可能とし、その利活用を促し、新たな価値を
創出する知識基盤

• 今日の機関リポジトリで扱われるべきデジタル資料

1. 商業流通されている学術文献

2. 大学の活動で生み出される学術文献

3. 研究データ

4. デジタル化された研究資料

『国立大学図書館協会ビジョン2020』が掲げている基本理念の
もと、機関リポジトリの役割を再定義

出典：OA委員会報告資料 95
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国立大学図書館のオープンサイエンスに向けた取り組
み（2019年6月21日 国大図協総会・研究集会）

１）総務委員会における検討状況 （総務委員会）

２）オープンアクセス委員会における検討状況 （OA委員会）

３）オープンサイエンス研究データ基盤の整備状況 （NII）

４）会員館の事例１：研究オープンデータの取り組み

（京都大学）

５）会員館の事例２：デジタルアーカイブ構築の取り組み

（島根大学）

６）意見交換・まとめ
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「オープンサイエンスの推進に向けた協会
の行動計画」（2019年12月公表）

•アドボカシー活動の推進
•人材の育成
•先進的事業の推進
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国立大学図書館の
オープンサイエンス
への取り組み

（2019年3月）

機関リポジトリ
の再定義

国立大学図書館が
担う具体的な役割

オープンサイエンス
に向けた協会の行動
計画

各館の役割：
• 「協会ビジョン2020」に基づき、研究データのオープン

化に取り組む。
• 機関リポジトリのあり方を見直し、デジタル環境下にお

ける新たな知識基盤としてリポジトリを位置づける。
• 各大学の実情を踏まえ、経営層や研究者との意思疎通を

図り、関係部門と連携する。

国立大学図書館機能の強化と革新に向けて

出典：OA委員会報告資料を一部改編 98
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国立情報学研究所の研究データ基盤（2020年度運用開始）

• 機関リポジトリ＋分野別リポジトリやデー
タリポジトリとも連携

• 研究者や所属機関、研究プロジェクトの情
報とも関連付けた知識ベースを形成

• 研究者による発見のプロセスをサポート

長期保存対応ストレージ領域

Cold
Storage

Cold
Storage

Cold
Storage

Hot
Storage

Hot
Storage

Hot
Storage

データ公開基盤

メタデータ集約・管理
知識ベースの構築

成果論文 研究データ

機関向け研究データ管理公開・蓄積管理・保存

検索・利用

非公開 共有 公開

• データ管理基盤における簡便な操作で研究
成果の公開が可能

• 図書館員やデータキュレータによる、メタ
データや公開レベル統計情報などの管理機
能の提供

• データ収集装置や解析用計算機とも連携
• 研究遂行中の研究データなどを共同研究者

間やラボ内で共有・管理
• 組織が提供するストレージに接続した利用

が可能

分野別
リポジトリ

海外の
研究データ
公開基盤

DOI ORCIDデータ検索基盤

by

直結

アクセスコントロー
ル

実験データ
収集装置

解析用
計算機

データ管理基盤

次期
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研究データの流れと研究データ基盤

データ公開基盤

データ検索基盤

データ管理基盤
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参考）東京大学
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オープンアクセスリポジトリ推進協会
（JPCOAR）とNIIの取り組み

⚫研究データ管理（RDM: Research Data Management）
を学ぶための教材

⚫「RDMトレーニングツール」（2017年6月）

http://id.nii.ac.jp/1458/00000023/

⚫「オープンサイエンス時代の研究データ管理」（2017年11月）

https://www.nii.ac.jp/service/jmooc/rdm/

⚫ 「研究データ管理サービスの設計と実践」（2018年8月）

http://id.nii.ac.jp/1458/00000107/

⚫「研究者のための研究データマネジメント」（2020年10月）

http://id.nii.ac.jp/1458/00000247/
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デジタルアーカイブの構築

⚫内閣府・知的財産戦略本部「知的財産推進計画2015」
（2015年6月）

⚫関係省庁等連絡会・実務者協議会「我が国におけるデ
ジタルアーカイブ推進の方向性」（2017年4月）

⚫国立大学図書館協会 学術資料整備委員会 デジタル
アーカイブWG 報告書「大学図書館におけるデジタル
アーカイブの利活用に向けて」（2019年6月）

⚫ジャパンサーチ正式版（2020年8月）

https://jpsearch.go.jp/

「日本のデジタルアーカイブを探そう」
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（参考）東京大学
学術資産等アーカイブズ構築事業

• 学内に所蔵されている学術資産のデジタル化促進及び
デジタルコンテンツの公開支援

• 学術資産とは：

✓学術研究・教育活動において収集、形成され、大
学・研究機関等の社会的責任に鑑みて、長く保存す
べき学術的価値を有する資料等

✓紙、フィルム、電子ファイル、電子データ、絵画・
彫刻、動植物・鉱物標本、出土品、民具、計測・実
験機器等の立体物

• 「東京大学ビジョン2020」に基づく事業

• 附属図書館、総合研究博物館、文書館、情報基盤セン
ターの連携により実施
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東京大学学術資産等アーカイブズポータル（2019年6月公開）
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７．人材の確保と育成

＜人材＞の課題
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国立大学図書館職員の採用と
キャリアパス

①採用

国立大学法人等職員採用試験：事務系（図書）
• 地区ごとに実施
• 第一次試験 → 図書系専門試験＋面接考査

②配属、異動、昇任
• 学内異動 図書系／図書系以外の部署
• 大学間異動 出向／転籍
• 大学以外へ異動（出向） NII、文部科学省、国会図書館
• 研修、海外派遣、短期／長期／学内外のプロジェクト等

③管理職（部課長）登用

各大学において候補者を選考
• 広域異動が求められることが多い

④定年、再雇用 108
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採用とキャリアパスの課題

①採用
現在の図書系専門試験による採用方式の継続？
• 中途採用、任期付き採用？
• 一芸（スペシャリスト）採用？

②配属、異動、昇任
• 図書系以外の部署への異動？

• 他機関への異動は必須？

• 新しい人材を育成するための研修

• 専門職としてのキャリアパス

③管理職（部課長）登用

新たな登用方法の必要性

• 希望者が少ない理由 広域異動が困難？

④定年（60歳から65歳へ）、再雇用の増加？ 109
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大学図書館職員数の推移（国公私全体）
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大学図書館職員数の推移（国公私全体）
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⚫「雇用の未来—コンピュータ化に
よって仕事は失われるのか」（THE 
FUTURE OF EMPLOYMENT: HOW
SUSCEPTIBLE ARE JOBS TO
COMPUTERISATION?/ Carl 
Benedikt Frey and Michael A. 
Osborne, September 17, 2013）

• 10～20年後の将来には47%の仕事がなく
なる

• コンピュータ、AI、ロボットによって置
き換えられる可能性が高い仕事（確率）

10年後に消える仕事？ テレマーケター

不動産の権原検査員

手縫いの裁縫師

数理技術者

保険事務員

時計修理工

貨物運送業者

税務申告書作成者

写真処理技術者

口座開設担当者

図書館技術員
(Library Technicians)

データ入力係

図書館補助員
(Library Assistants, Clerical)

図書館員
(Librarians)

99%

95%

65%

消えないためには？
「高いcreativityとsocial skillsが必要」
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国大図協ビジョン2025 重点領域３．知の媒介：
知の交流を促す＜人材＞の構築

目標3-1）多様な人材との協働 social skills

教員、職員、研究者、学生等を含むさまざまな能力やスキルを

有する人びとと図書館職員とが一体となり、新たな価値の創造を

行う「キュレーション」「ファシリテーション」等の機能を提供

目標2）国立大学図書館職員の能力向上 creativity

学術資料に関する専門的知識やメタデータ運用スキルに加え、

新たな知識やスキルを習得することにより、学術情報流通環境の

変化の中で国立大学図書館に期待される新たな機能を実現

115

新しい人材が、大学図書館の機能を高度化
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８．おわりに
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まとめ（１）：３つの課題

＜蔵書＞
コンテンツ

＜場＞
スペース

＜人材＞
スタッフ
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• 現状
• 学術情報基盤実態調査 ＜問題点＞

• 国立大学図書館協会ビジョン ＜あるべき姿＞

• 大学と国の方針 ＜使命＞

• 課題
• 電子ジャーナル ＜蔵書＞

• ラーニング・コモンズ ＜場＞

• オープンサイエンス ＜新たな課題＞

• 図書館職員の在り方 ＜人材＞

もっとも大事なのは、行動＝現実を変えること

キーワードは、大学図書館のデジタル転換（DX）

まとめ（２）：講義の意義
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• 第66回国立大学図書館総会（2019.6.21）での
引原京大附属図書館長の閉会挨拶

これまでさまざまな問題点を指摘し、解決策について議論を
繰り返してきたが、何も変わっていない

• 日本経済新聞（2019.6.22）文化欄記事「開か
れた大学図書館へ」（熊野東大前館長）

大学図書館が変化を求められるなか「変わってはいけない部分も
ある」と強調するのは東大付属図書館長の熊野純彦氏

「デジタル化が進んでも紙の本は必要だし、予算的に厳しくても
外部利用者への課金などは考えるべきではない」

変える勇気と守る勇気（不易流行）

メッセージ：行動するための勇気
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ご清聴、ありがとうございました

「もしも皆さんが、私がお話してきたことのなかに、
何か有益なことを見つけたら、それを利用してくださ
い。さもなければ、忘れてください！」

（ダライ・ラマ十四世）

出典：今枝由郎『ブッダが説いた幸せな生き方』（岩波新書、
2021.5）p.45
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